
事業番号 - - -

（ ）

現在、公益法人は、法人数約 9,700、職員数約 29 万人、多くの主体からの寄附や会費等を通じて公益目的事業費規模年間約５兆円、総資産約 31 兆円を有し、民間による公益的
活動の主たる担い手となっている。成熟した社会において、多様なニーズに柔軟かつきめ細やかに対応できる「公」の機能が重要となっていることに鑑み、公益法人が、社会的課題
に取り組む事業を継続的・発展的に実施していけるよう、時代に合わせた改革を進めていく必要がある。

令和6年度要求

-

-

-

40.6

(目)

(目)

4

(目)

4 4

4

庁費

職員旅費

委員等旅費

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額の
割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
61%

主な増減理由（・要望額・予備費）

143%

令和6年度要求

事業概要URL -

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 39.5
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73%

執行率（％）
=(G)/(F)

92% 95% 99%

公益法人制度適正運営推進費

2023 府 22 0127

内閣府

政策 17.公益認定等

事業の目的
（5行程度以内）

公益法人による公益活動を支援するとともに、法人の自己規律の確立や適正な法人運営の確保を図ることにより、公益法人の活動の健全な発展を促進し、「民による公益の増進」
を推進する。

総務課 真弓　智也

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

・公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律
・一般社団法人及び一般財団法人に関する法律および公益社団法人
及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整
備等に関する法律

関係する
計画、通知等

-

事業名 公益法人制度の適正な運営の推進に必要な経費 担当部局庁
公益認定等委員会事務局
大臣官房公益法人行政担当室

作成責任者

事業開始年度

施策 20.公益法人制度改革等の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www8.cao.go.jp/hyouka/r1hyouka/r1jigo/r1jigo-16.pdf

-

平成19年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

15 -

補正予算（B) 78.1 - 15

40.4

40.4

令和5年度第1次補正予算

40.6

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 155.7 155.2 43.6 39.5 40.6

- 78.1 -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

・公益法人制度に基づく法人からの申請等に係る審査・諮問・委員会答申に基づく認定等
・公益法人制度の周知や申請促進を図るためのホームページ等を通じた広報等の実施
・公益認定等総合情報システム（※）の管理・運営等　※申請者による書類の提出や、行政庁における業務処理をオンラインで実施することを可能としたシステム
・公益社団・公益財団法人等に対する適切な監督の実施
・公益認定等総合情報システム（ＰＩＣＴＩＳ）の経費については、令和４年度概算要求からデジタル庁にて予算計上

実施方法 直接実施

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 143.5 221.8 43.1

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

155.7 233.2 43.6 94.9

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲78.1 - ▲ 15 -

31



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

百万円 242,707 570,043 380,291

目標値 百万円 215,039 242,707 570,043

達成度 ％

-

↓

民による公益の増進の結果として、公益
法人の数を増やす

公益法人数

成果実績 法人 2,563 2,591

100.2

・申請に基づく公益法人の新規認定等
・すでに認定された公益法人の適切な監督
・一般国民に対する公益法人制度の周知や新規申請促進を図るための広報

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

公益法人の概況及び公益認定等委員会の活動報告（各年度）

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

公益法人の概況及び公益認定等委員会の活動報告（各年度）

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 百万円

- -

2,196,076

活動目標 活動指標

1,902,560

年度

2,598 2,591

定量的な成果指標 単位

百万円 2,204,932

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

「民による公益の増進」の推進 公益目的事業費用額
活動実績

-

-

定量的な成果指標

不適切な法人運営が行われている場合
には、適切な運営が行われるように働き
かけを行う

目標値 件 - -

年度

公益法人に対する国民の関心を高め、
公益法人に寄附される金額を拡大する

寄付金収入額

達成度

単位 令和2年度

112.9

- - -

勧告等件数（内閣府が行った
もの）

成果実績 件 -

目標最終年度

達成度 ％

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

公益法人の概況及び公益認定等委員会の活動報告（各年度）

令和2年度 令和3年度

234.9

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

2,005,057

令和2年度 令和3年度 令和4年度
- 年度

-

-

目標年度

-

公益法人数が増えるに伴い、不適切な法人運営が行われている法人数が増える可能性があり、その中でも一定程度以上問題がある場合に発動されることになる
勧告・命令の件数は、民間による公益の増進が適切に行われていることを図る指標になり得ると考えたため。

-

66.7％

-

目標値 法人 2,558

99.7 -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

2,196,076

民による公益の増進を推進するためには、個々の法人の事業活動を拡大させることと、法人数を増やすことの両方があり得るが、短期的には、公益法人として活動
する法人の裾野の拡大状況を見ることが、公益の増進の成果を測る指標としてと考えたため。

-

-

-2,005,057 2,204,932

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

公益法人の数の増加や事業規模の増加という民による公益の増進につながっていくものとして、公益法人に対する国民の関心の高さが表れ、公益法人の活動を
後押しするものとして、公益法人に対する寄付金額が適切と考えたため。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

2 -



アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

アウトカム設定について
の説明

備考

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 145

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効果的かつ効率的な予算執行に努める。

現状通り

現状通り

平成23年度 150

・アクティビティ①について、目標値の達成に向けて引き続き取り組む。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

-
点検結果

・アクティビティ①について、測定指標に上下はあるがおおむね順調に推移していると考えて
いる。

-

-

引き続き、事業の適切な進捗管理、予算の効果的かつ効率的な予算執行に努めること。

外部有識者の所見

点検対象外

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

平成26年度 100

内閣府

平成25年度 102

107

平成30年度 106

20

令和元年度

平成28年度 95

平成29年度 99

令和3年度

平成27年度

令和2年度 内閣府 0117

0131

令和4年度 2022 府 21

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

0129

2021 府

0116

内閣府

公益認定等委員会事務局

43.1百万円

公益法人制度の適正な運営の推進

Ａ 個人等

43.1百万円

【直接】

期間業務職員賃金等



　

支出先上位１０者リスト

A.

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 期間業務職員賃金等 31.2

旅費 委員等旅費等

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 43.1 計

11.9

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 個人Ａ -
事務局における一般事務(賃
金）

4.3 その他 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

- -

4 個人Ｄ -
事務局における一般事務(賃
金）

4 その他 - -

- - -

3 個人Ｃ -
事務局における一般事務(賃
金）

4.1 その他 -

2 個人Ｂ -
事務局における一般事務(賃
金）

4.2 その他

- - -

7 個人Ｇ -
事務局における一般事務(賃
金）

3.4 その他 -

6 個人Ｆ -
事務局における一般事務(賃
金）

3.4 その他

-

5 個人Ｅ -
事務局における一般事務(賃
金）

4 その他 - - -

-

9 個人Ｈ -
事務局における一般事務(賃
金）

2.6 その他 - - -

- -

8 内閣共済組合 7700150001332
事務局における一般事務（社
会保険料）

3.3 その他 - -

- - -10 日本年金機構港年金事務所 4011305001653
事務局における一般事務（社
会保険料）

1.9 その他

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック
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